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  唐木清志、2010、『アメリカ公民教育におけるサービス・ラーニング』東信堂。 
20）前掲 14）、前掲 16）を参照して欲しい。 
















  千葉眞、2000、『デモクラシー』岩波書店。 
  ダール、Ｒ.、Ａ.、2001、『デモクラシーとは何か』（中村孝文：訳）岩波書店。 

















































































































































































































































































































































































































































































































































  ５）同。 
  ６）アンラーニングは、佐伯胖らが一連の文献で論じている。次を参照されたい。 
    佐伯胖、苅宿俊文、高木光太郎編、2012、『１ まなびを学ぶ』東京大学出版。 
  ７）科学主義としての社会科教育論については、次を参照されたい。 
    森分孝治、2005、『社会科授業構成論の理論と方法』明治図書。 
  ８）批判主義としての社会科教育論については、次を参照されたい。 
    池野範男、1999、「批判主義の社会科」全国社会科教育学会編『社会科研究』第 50号、pp.61－70。 
  ９）社会参加としての社会科教育論については、次を参照されたい。 




  11）同書、p.47。 
  12）同書、pp.47－48。 
  13）佐長健司、2009、「社会科教育内容の状況論的検討－概念的知識のディコンストラクション－」全
国社会科教育学会編『社会科研究』第 71号、pp.1－10。 
  14）池野範男、2006、「市民社会科歴史教育の授業構成」全国社会科教育学会編『社会科研究』第 64
号、pp.51－60。 
15）同書、p.54。 
  16）同書、p.58。 
  17）学校のカプセル化問題については、次を参照されたい。 
    山住勝弘、2004、『活動理論と教育実践の創造－拡張的学習へ－』関西大学出版部。 
    山住勝広、2017、『拡張する学校－協働学習の活動理論－』東京大学出版会。 




  21）前掲１）、ｐ.7。 
  22）同。 
  23）同書、ｐ.8。 
  24）同書、ｐ.10。 
  25）同書、ｐ.12。 
  26）同書、ｐ.96。 
  27）ゴールフリー評価論は、次を参照されたい。 
    根津朋実、2006、『カリキュラム評価の方法－ゴール・フリー評価論の応用－』多賀出版。 
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  28）タイラーについては次を参照して欲しい。 
R.W.Tyler,1969, Basic Principles of Curriculum and Instruction, Univ of Chicago 
29）ブルームについては次を参照して欲しい。 




  32）真正の評価論については、次の論考を参照している。 
Wiggins,G.,1998,Educative Assessment:Designing Assessments to Inform and Improve 
Performance,Jossey-Bass. 
Wiggins,G.＆ McTighe,J.,1998,Understanding by Design.Association for Supervision and 
Curriculum Development. 
  33）パフォーマンス評価については、次を参照されたい。 



























   バーガー、Ｐ.、Ｌ.、ルックマン、Ｔ.、1977、『現実の社会的構成－知識社会学論考－』（山口
節郎：訳）新曜社。 
   バー、Ｖ.、1997、『社会的構築主義への招待－言説分析とは何か－』（田中一彦：訳）川島書店。 
   ガーゲン、Ｋ.Ｊ.、2004、『あなたへの社会構成主義』（東村知子：訳）ナカニシヤ出版。 
   平英美、中河伸俊、2006、『新版 構築主義の社会学－実在論争を超えて－』世界思想社。 
   ハッキング、Ｉ.、2006、『何が社会的に構成されるのか』（出口康夫、久米暁：訳）岩波書店。 
 ②ナラティヴ・アプローチの手法に関して参考にした文献は以下である。 
   桜井厚、小林多寿子編、2005、『ライフストーリー・インタビュー－質的研究入門－』せりか書
房。 
秋田喜代美、藤江康彦編、2007、『はじめての質的研究法』東京図書。 
   谷富夫編、2008、『新版ライフストーリーを学ぶ人のために』世界思想社。 
   桜井厚、2011、『インタビューの社会学－ライフストーリーの聞き方－』せりか書房。 
 ③構成主義的なナラティヴ・アプローチを援用した社会科教育に関する文献は以下である。 
   竹澤伸一、2010、「子どものライフストーリーを創造する社会科教育－こどもエコクラブ卒業生
の足跡調査を考察して－」日本社会科教育学会編『社会科教育研究』第 111 号、pp.13－25。 
   村井大介、2014、「ライフストーリーの中で教師は如何に語るか－教師の授業観からみた社会科
教育研究の課題」日本社会科教育学会編『社会科教育研究』第 121号、pp.14－27。 
   村井大介、2014、「地理歴史科教師の歴史教育観の特徴とその形成要因 －教師のライフストー
リーの聴き取りを通して－」全国社会科教育学会編『社会科研究』第 81号、pp.27－38。 






































































































































































表２ 学年における基底の設定表 18） 
第○学年 基底の設定表（様式） 
基底    
目的    
具体的目標    
所要時間と予定時間    
学習活動の展開要領    
効果判定    
他教科との連絡    







































































政治 経済 社会 文化 総合 政治 経済 社会 文化 総合 
学校共同体      １ ２ ３ ４ ５ 
地域社会共
同体 
６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 
国家社会共
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  松尾正幸、佐長健司編、1995、『ディベートによる社会科の授業づくり』明治図書。 
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  佐長健司編、1997、『社会科でディベートする子どもを育てる』明治図書。 








  佐々木正人、2000、『知覚はおわらない－アフォーダンスへの招待－』青土社。 
  佐々木正人、三嶋博之編、2001、『アフォーダンスと行為』金子書房。 















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































⑬「日田市に建設された理由」  サッポロビール九州日田工場 HPより作成。
http://www.sapporobeer.jp/brewery/shinkyusyu/index.html 
⑭「日田天領水」 日田天領水 HP及び同社パンフレットより作成。 
http://www.hitatenryosui.co.jp/tenryousui/ 
⑮「鳥栖市、門司区における水事情」 鳥栖市、北九州市 HPより作成。 
鳥栖市 HP http://www.city.tosu.lg.jp/1003.htm 
北九州市 HP http://water-kitakyushu.icek.jp/suidou/menu04/c4_01.html 
 


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































資料２ 長崎新幹線建設問題  
2006年 4月 16日に鹿島市において鹿島市長選挙が行われた。その結果、「長崎新幹線の工事を反
対したり、ＪＲ長崎線をＪＲから佐賀県中心の経営に移すことに反対」した桑原氏が選挙に当選し






































線となる可能性があるのである。          




















































県債費  650億円 
一般歳出  3550億円 
合計 3600億円 4200億円 
県債金収入 600億円 
県債残高   6兆 2330億円 
内容 収入 支出 
給与 40万円  
ローン費用  7万円 
家計費  40万円 
合計 40万円 47万円 
不足分（借金） 7万円 
ローン残高   735万円 
 














































乗車 1,402,954人 降車 1,435,059人 
計 2,838,013人 
  長崎本線存続期成会 HPより http://www.nagasakihonsen.jp/index.html 
 
資料 14 鹿島市最寄の高速 IC 
 鹿島市に高速道路は通っておらず、長崎方面に行く場合の最寄の ICは長崎自動車道の嬉野 IC
である。鹿島市から嬉野 IC までは車で約３０分かかる。また福岡方面に行く場合の ICは武雄
北方 ICであり、約４０分かかる。                   
インタビューなどによる筆者独自資料 










福岡県 １５ ６３ ５７ ４ ２５ １０ ４２ 
長崎県 ８ ４５ ２５ ０ ６７ ５ ３８ 
佐賀県 １ ３４ ２１ １ ９ ３ ２４ 
財団法人矢野恒太記念会編、2006、『データでみる県勢 2007年版』pp.344-345 
























                 九州新幹線西九州ルート HPより 
 































Toulmin,Stephen E.,1964,The Uses of Argument,Cambridge University Press. 






































































































































































































































































































テーマ 教師の発問・指示 予想される学習者の反応 指導上の留意点及び
資料 

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 ↑            実践的側面 
意思決定          （実践的判断） 
  ↑ 
価値・規範・信念 
 ↑            情意的側面 
概念・一般原理・理論    （価値判断） 
 ↑            認知的側面 
事実・情報         （事実認識） 

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































14「脱原発によるコスト増」産経新聞、2012年 5月 26日。 
15「再生エネルギーのコスト」13と同資料より作成。 









































































































































主張の分類 人数 割合 






















































学文化教育学部編『研究論文集』第 17集、第 2号、pp.1－16。 
  さらに、状況的懐疑主義に関する参考文献としては以下を参照した。 





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































                 メッセージ（言葉） 















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































              













































































































































































































































レベル４  ５人 
レベル３  10 人 
レベル２  16 人 
レベル１  ７人 
レベル４  14人 
レベル３  15人 
レベル２  ６人 
















学文化教育学部研究論文集』第 13集第 1号、p.155。 
２）ウィギンズの真正の評価論については、次の論考を参照している。 
Wiggins,G.,1998,Educative Assessment:Designing Assessments to Inform and Improve 
Performance,Jossey-Bass. 























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































216A：うん。高齢者の人達は、若い人たちと違って、近いところや行きやすいところで買い物   

































































































































































































































































R.W.Tyler,1969, Basic Principles of Curriculum and Instruction, Univ of Chicago 
17）ブルームについては次を参照して欲しい。 
   ブルーム、Ｊ.、Ｓ.他、1973、『教育評価法ハンドブック―教科学習の形成的評価と総括的評価－』
（梶田叡一他：訳）第一法規出版。 
18）教師以外の第三者による評価については、次の文献から示唆を得ている。 
  根津朋実、2006、『カリキュラム評価の方法－ゴール・フリー評価論の応用－』多賀出版。 
19）前掲 18）、p.83。 
20）同書、p.84。 
























































































































































































































池野範男、1999、「批判主義の社会科」全国社会科教育学会編『社会科研究』第 50 号、pp.61－70。 
池野範男、2001、「社会形成力の育成－市民教育としての社会科－」日本社会科教育学会編『社会科教












































































































































































































































































































































R.W.Tyler,1969, Basic Principles of Curriculum and Instruction, Univ of Chicago 
Toulmin,Stephen E.,1964,The Uses of Argument,Cambridge University Press. 
Toulmin,Stephen E.,et.al.,1979,An introduction reasoning,Macmillan Publishing Co.,Inc. 
Wiggins,G.,1998,Educative Assessment:Designing Assessments to Inform and Improve 
Performance,Jossey-Bass. 
Wiggins,G. ＆  McTighe,J.,1998,Understanding by Design.Association for Supervision and 
Curriculum Development. 
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 本論文は、多くの先生方からご指導をいただくことによって書き上げることができました。ここに
記して、心から感謝申し上げます。 
 桑原敏典先生には、論文構成を検討することから審査に至るまでの主査としてご指導を賜りました。
深く感謝の意を表します。非才を顧みずに論文の作成を申し出たにもかかわらず、快くご指導をお引
き受け下さいました。また、論文作成の各段階において、懇切丁寧なご指示をいただきました。先生
のご指導がなかったならば、本論文は完成をみなかったことは言うまでもありません。 
 振り返りますと、桑原先生には小学校教員時にお声をかけていただき、常に励ましをいただきまし
た。本論文でも依拠している正統的周辺参加の理論は常識的ではなく、周知することに困難を極めて
いました。しかしながら、桑原先生が本論文に関わる理論と実践に興味を持っていただけました。そ
こに本論文を完成させようとする意欲が沸いたように思えます。 
 もちろん桑原先生の厳しいご指導の前に対応できないことも多々ありました。正統的周辺参加、ア
ンラーニングを原理として社会科教育を考察するにしても、他の理論を排他的に捉えることがないよ
うにとのご批判であったと解釈しております。本論文においてもご批判に十分に対応できていないと
思われます。しかしながら、今後の研究を進めていく上で一層の発展を図るようにします。 
 副査をしていただいた西村公孝先生（鳴門教育大学教授）、梅津正美先生（鳴門教育大学教授）、吉
水裕也先生（兵庫教育大学教授）、松多信尚先生（岡山大学教授）のご指導にも感謝いたします。学位
審査論文の最終試験においては、それぞれのお立場からのご質問、ご批判をいただきました。すべて
のそれらに応答することができませんでした。この点については、今後の課題とさせていただきます。 
 最後になりましたが、学部、大学院の指導教員で、常に厳しくかつ暖かく研究指導を行っていただ
きました佐長健司先生（佐賀大学教授）に心から感謝申し上げます。佐長先生から研究の楽しさ、難
しさを学ぶことができました。本論文の完成についても、喜んでいただけると思っております。 
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